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土佐高等学校

地震時の副次的災害による
被害を考慮した避難経路の考察

1.はじめに

高知県では、東北地方太平洋沖地震での津波被害

を教訓にして近い将来発生する南海トラフ巨大地震で

の人的被害軽減のため、各地で避難訓練を実施してお

り住民の安全かつ迅速な避難を促している。しかし、

このような訓練下において、実際に起こりうる建物倒壊

や地盤の液状化などによる道路閉塞や、避難者の歩行

速度の低下などの影響は考慮されていない。実際に起

こりうる災害を念頭に置いた避難訓練を行うために、

実態に即した避難を検討することが重要である。

実際に起こりうる災害の避難への影響は、市川ら

（2004）の「建築物の倒壊」による道路閉塞や村上ら

（2015）の「地盤の液状化」による津波避難困難エリ

アの抽出などの先行研究がある。しかし、複数の災害

の多角的な検討はいまだになされておらず、現実的な

避難時間を考慮した避難経路は策定されていない。そ

こで、「建築物の倒壊」「地盤の液状化」「急斜面の崩落」

の3つの副次的災害が避難に与える影響の検討と、新

たな避難行動の構築を行う。

2.研究対象について

本研究は、高知県高知市潮江地区を対象に実施し

た。研究対象地震は、高知県が平成24年12月に発表

した「南海トラフ巨大地震による被害想定」での最大

クラスの地震・津波とする。被害推計は、高知県全体で

死者数約42，000人、全壊家屋80，000棟、直接経済

被害額は9.2兆円である。高知市の津波最短到達時間

は地震発生後約14分であり、想定最高津波高は約

9m、想定津波浸水面積は約25.99km2である。

3.研究方法

実際に起こりうる災害（＝副次的災害）を「建築物の

倒壊」「地盤の液状化」「急斜面の崩落」の3つとし、こ

れらが避難に及ぼす影響を計算する。

さらに現実的な避難の検討のため、3つを同時に考

えた場合の避難を、現状の避難路での避難と、新たな

避難路を活用する避難、の2つを歩行速度別に検討

する。
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図−1　研究対象地域の位置関係
（Googieマップ・地理院地図に付加して掲載）
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道路側に倒壊するとき必ず道路閉塞を引き起こすと

仮定すると、倒壊率÷4によりその建物の道路閉塞率

を算出できる。建築物数と道路閉塞率との関係を新た

に定式化し、これを全道路で計算し地図化する（図－

4）。

③避難行動における建築物の倒壊の影響の検討

この地域の地震動継続時間は3分超のため、地震

動収束直後（地震発生後4分）でないと避難開始でき

ず、避難所到着後、垂直避難に2分を要する。最短津

波到達時間は30～40分のため、実質的避難時間は、

（津波到達時間）－（2＋4）＝24～34分以内である

（図－5）。建築物の倒壊を考慮すると、訓練同様、安

全な避難が可能かを検討する。建築物倒壊による影

響を考慮しない避難と考慮する避難（閉塞率50％以

上、40％以上の道路は避難に使用しない）の3パター

ンで比較する。

1）建築物の倒壊による避難への影響

①地域内の建築物の特性の調査

対象地域内には木造建築物が1，009棟、非木造建

築物が202棟あることが徒歩調査により明らかになっ

た。これらの種類・建築年代は総務省統計局「住宅・

土地統計調査報告」の値を利用する。

②道路閉塞率の地図化

建築物の被害率曲線（図－3）の建築年代別平均倒

壊率と、建築物年代別割合とで、建物種類別の1棟当

たりの平均倒壊率を算出する。全ての道路について、

そこに面する建築物の数を調べる。地震時に建築物は

道路側を含む4方向に倒壊する可能性があり、建物が

図−2　建物の被害率曲線 図−3　各道路での道路閉塞率

図−4　避難時間の設定
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3）急斜面の崩落による避難への影響

①崩落危険性の高い地域の抽出

高知県土砂災害危険箇所マップから急傾斜地警戒

区域を抽出する。（図－8）

②避難行動における急斜面の崩落の影響の検討

日本道路協会道路震災対策委員会（1986）より、こ

の地区の全ての急斜面警戒区域は崩落危険性が高く、

ここを通過する避難路については安全のため使用しな

いこととする。この下で、急斜面の崩落による被害を考

慮しない避難と、考慮する避難の2パターンで検討

した。

2）地盤の液状化による避難への影響

最初、液状化評価を高知県公開の250mメッシュハ

ザードマップの利用を考えたが、メッシュ1つ分が広く、

ピンポイントでの検討に難があった上に、実際の地盤

情報から作られていないことを知り、正確性に疑問を

感じたため、今回は自分自身で125mメッシュハザード

マップを作成し、利用した（図－6）。

①125mメッシュマップの作製

約140本のボーリングデータを、道路橋示方書・同解

説（V耐震設計編）の液状化指数（PL値）の計算法で

メッシュごとに計算した。ボーリングデータのないメッ

シュでは周辺のデータから地層を補完し、計算した。

②各避難路の液状化による道路被害の推定

液状化被害の可視化のため、梶原ら（2016）から各

避難路での想定路面沈下量を算出する。液状化発生時

には沈下量と等量の地下水が噴出し浸水を起こすた

め、路面沈下量と浸水量は同値とし、液状化による浸

水の深さを地図化した。（図－7）

③避難行動における液状化の影響の検討

道路閉塞は浸水深が30cmの時と仮定し、避難では

路面浸水量が30cmを超える道路は使用せず、他の道

路では浸水により避難速度が低下することとする。こ

こで、避難速度と浸水深の関係は、国土交通省「地下

空間における浸水対策ガイドライン」により次の式で定

義する。

液状化による被害を考慮しない避難と考慮する避難

の2パターンで避難の検討を行った。�

図−5　自作した液状化125mメッシュハザードマップ

図−6　各避難路での液状化による想定路面沈下量（＝浸水量）

図−7　山側への避難路と崩落危険箇所
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4）現実的な避難の検討

現実的避難の検討のために3つの影響を複合的に考

えた場合の避難を、現状の避難路での避難と、新たな

避難路を設定する避難を，避難速度別に検討する。避

難検討の際、避難者は影響が最小となる避難（建築物

倒壊による道路閉塞率30％以上の道路、液状化による

路面浸水量30㎝以上の道路，崩落危険性のある避難

路、を使用しない。）を行う。また、1）、2）、3）では、避

難場所の収容人数を考慮していない。ただし、実際は

収容人数に限界があり、特に津波避難ビル③の収容数

は67人と少ないためここへの避難はほぼ不可能であ

る。ここでは、津波避難ビル③への避難は考慮しない

こととする。

1）�避難行動における3つの副次的災害の影響の同

時検討

訓練同様、3つの影響を考慮しない避難と、考慮

する避難の2パターンの検討を行う。これらを歩行

速度別に検討し、訓練との乖離を調べる。ここで，避

難速度は東日本大震災避難実態調査「徒歩での避

難速度の平均値」より、一般人の避難が0.62m/秒

（2.24km/時）、「乳幼児や高齢者など歩行速度が遅

い同行者がいた」避難が0.46m/秒（1.66km/h）と

する。

2）新たな避難路の発見と提案

対象地域では近年空き家が増え、そこを駐車場と

して活用している場合がよくある。そこで，1）に加え

て、新たな避難路として通り抜け可能な駐車場など

の私有地を、避難経路の一部として活用する場合の

避難を考える。これも避難速度別に2パターン検討

する。

4.結果
（1）建築物の倒壊による避難への影響

本研究で定めた道路閉塞率は、現行の方法（倒壊時

に発生する瓦礫の流出幅の計測結果から通行可能性

を調べる方法1）�）と比較し、建築物数と、建築物倒壊率

との2つの情報から算出する容易な方法であった。

避難の検討について、建築物の倒壊による道路閉塞

等の被害を考慮しない避難では、平均225m、6.1分、

最大で415m、11.2分で避難できるため、すべての避

難者が安全かつ迅速に避難できることがわかる。道路

閉塞率50％以上の道路を使用しない避難では、道路

閉塞により、住民の約10％が、道路閉塞率40％以上

の道路を使用しない避難では、住民の約25％が避難

できない。避難できても、迂回を強制され、避難時間が

最大1.5倍増加する地域がある。

図−8　対象地域の指定避難場所

図−9　指定避難場所の収容可能人数

図−10　現行の避難訓練での避難距離と避難時間

図−11　道路閉塞率50％以上（左），
40％以上（右）の道路を使用しない場合の避難時間の増加率（倍）



112

（2）地盤の液状化による避難への影響

自作したハザードマップは、現行より4倍詳細となり、

20色の詳細な色分けにより、現行では考慮できないピ

ンポイントでの評価が可能となった。

液状化被害を考慮しない避難では、ほとんどの住民

が24分以内で避難可能であり、避難開始15分で、全体

の70％が避難完了できるなど、余裕を持った避難行動

が可能である。避難困難区域は対象地域内でも避難

場所まで距離がある南側の工業地域の一部地域のみ

にとどまっている。

液状化の影響・被害を考慮する避難では、液状化に

よる路面浸水により道路閉塞が予測される。液状化の

激しい地域では迂回が必要となり避難に最長30分か

かり、津波到達までに避難できない場合がある。避難

時間の増加率は液状化を考慮しない場合と比べて最

大1.5倍である。避難困難区域は南側の工業地域に加

え、北側の住宅地域の一部に広がった。

（3）斜面崩落による避難への影響

高台へ避難する人は、全住民の約4分の1を占める。こ

図−12　県が公開している液状化可能性予測地図（左）
自作した液状化予測地図（右）（地理院地図に加筆）（同地域・同縮尺）

図−14　液状化を考慮しない場合の避難困難地域

図−13　液状化を考慮したときの避難時間増加率

図−15　液状化を考慮する場合の避難困難地域
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のうちの約70％が急斜面の崩落による道路閉塞で高台

へ向かえず、避難場所を変更する必要が生じる。これに

よって、避難時間は平均1.5倍、最大1.6倍長くなる。

（4）安全な避難のために

1）�避難行動における3つの副次的災害の� �

影響の同時検討

「建築物の倒壊」「地盤の液状化」「急斜面の崩落」の

3つの副次的災害による被害・影響を考慮した避難に

ついて、避難速度が0.62m/秒の場合では、避難距離

は平均320m、最大625mに延び、増加率は平均1.68

倍、最大3.13倍である。避難時間は平均9.7分、最大

20.7分に延び、増加率は平均1.91倍、最大3.73倍であ

る。液状化による避難速度の低下や、建築物の倒壊、

急斜面の崩落による避難路の迂回により、避難距離・

避難時間が大幅に増加する。また、約3割の避難者が

道路閉塞に巻き込まれるなど安全な避難路がなく、避

難できない可能性がある。

歩行速度が0.46m/秒の場合の避難では、避難速度

がさらに低下し、避難時間が平均13.1分、最大27.6分

に延びる。この地域の実質的避難時間が24～34分で

あるから、地域によっては避難できない可能性がある。

2）新たな避難路の発見と提案

1）に加え、私有地を避難経路の一部として活用する

場合の避難では、避難距離は平均331m、最大625m

に延び、増加率は平均1.68倍、最大3.13倍。避難時間

は平均10.2分、最大20.7分に延び、平均1.78倍、最大

3.73倍となる。また、避難路変更前では安全な避難が

できない人が全体の3割を占めていたのに対し、新たな

避難路の設定により1割以下に減らすことができた。

歩行速度が0.46m/秒の場合の避難では、避難時間

がさらに増大し、平均13.7分、最大28.7分に延び、増

加率は平均2.39倍、最大5.10倍である。実質的避難時

間は24～34分であるため、一般の人が避難訓練にお

いて10分以内で避難できない地域では歩行速度の遅

い人は、安全な避難が困難な可能性がある。そのよう

な距離は0.64（m/秒）×600秒＝384mである。した

がって、避難距離が384m未満の地域は潜在的な危険

をはらんでいる地域といえる。これを考えると，現在の

避難訓練では不十分であることが言える。

5.結論

本研究は、現実的な津波避難対策及び訓練の実施の

図−16　避難速度が0.62m/秒の場合の避難距離の増加率（倍）

図−19　新たな避難方法を利用する避難で避難速度が0.62m/秒
の場合の避難距離の増加率（倍）

図−17　避難速度が0.62m/秒の場合の避難時間の増加率（倍）

図−20　新たな避難方法を利用する避難で避難速度が0.62m/秒
の場合の避難時間の増加率（倍）

図−21　新たな避難方法を利用する避難で避難速度が0.46m/秒
の場合の避難距離の増加率（倍）

図−18　避難速度が0.46m/秒の場合の避難時間の増加率（倍）
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ために、「建築物の倒壊」「地盤の液状化」「急斜面の崩

落」の3つの副次的災害による避難への影響を考慮した

避難を検討した。対象地域では、3つの影響により避難

距離や時間が増大すること、津波到達までに避難がで

きない市民がいることが分かった。そのため，現状以上

に余裕を持った避難行動の実践や多数の避難路の確

保、避難路のハード的対策、今回提唱した方法などの必

要性が浮き彫りとなった。この避難検討は、市民が影響

を認識しているうえでの避難であった。しかし、現段階

ではどの避難路が被害を受けるのか、安全なのか、とい

う具体的な情報は公表されていない。そのため、震災時

には安全な避難路を探しつつ避難する必要があり、こ

の研究での試算より避難時間がかかり、著しい被害が

発生することが容易に考えられる。

今後の課題として、副次的災害により安全な避難が困

難となる地域が存在することや、安全な避難路を具体的

に周知する必要がある。また、各地域で安全な避難のた

めの対策を議論し、新たな避難所を確保する、現段階の

危険地域など情報の住民への周知を徹底する、というこ

とが安全な避難の実施に向けて必要になるだろう。ま

た、研究対象でない地域も同様の被害の発生が予測さ

れる。特に宮崎市や静岡市など太平洋に面する都市で

は日向灘―南海－東南海―東海地震の発生が予測され

ており、また、人口が密集していることから、建築物の倒

壊により道路閉塞が多数発生する可能性がある。

また、今後、さらに現実的な避難を考えるためにも、火

災や屋外設置物の転倒・落下や、天候・季節・時間帯に

よる避難速度の低下、避難者の怪我、COVID－19によ

る三密の回避などの社会情勢による避難の困難さなど

を考慮したい。また、実際、緊急車両の通行が困難にな

り人命救助に影響した事例もある。そのため、緊急車両

通行のための道路も考える必要がある。

今後、様々な影響により避難に予想以上の時間がか

かり人的被害を発生させる、ということを市民の皆様に

知ってもらい、これからの防災に役立てていただきたい

と願っている。
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